
地震災害から家族や地域を守れますか？

～自主防災の必要性

兵庫県立大学 環境人間学部／大学院環境人間学研究科
木村 玲欧

2014年9月27日 島根県防災安全講演会

南海トラフ巨⼤地震の被害想定（陸側ケース）

死者 323,000人

全壊建物 2,386,000棟

経済被害 220兆3,000億円

2012年8月29日
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２０３４年
南海トラフで発⽣する地震の確率（時間予測モデル）

※次に発⽣する可能性のある地震の中に最⼤クラスの地震も含まれるが、その発⽣頻度は 100〜200 年の間隔
で繰り返し起きている⼤地震に比べ、一桁以上低いと考えられる。

1946+88.2=
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⻄暦 地域 マグニチュード(地
震)／噴出量(火山)

818（弘仁9） 関東諸国 7.5以上

827（天⻑4） 京都 6.5〜7.0

830（天⻑7） 出羽 7.0〜7.5

838（承和5） 伊豆⼤島 8.3億m3

838（承和5） 神津島 10.4億m3

841（承和8） 信濃 6.5以上

841（承和8） 伊豆(丹那断層) 7程度

850（嘉祥3） 出羽 7程度

863（貞観5） 越中・越後

864（貞観6） 富士山貞観噴火 13億m3

868（貞観10） 播磨(山崎断層) 7以上

869（貞観11） 三陸地震・津波 8.3

874（貞観16） 開聞岳噴火

878（元慶2） 関東南部⼤地震 7.4

880（元慶4） 出雲 7程度

886（仁和2） 新島 12.3億m3

887（仁和3） 五畿・七道
(南海トラフ) 8.0〜8.5

内閣府・広域的な火山防災対策に係る検討会(2013)『⼤規模火山
災害対策への提言(参考資料)』、
北原糸⼦・松浦律⼦・⽊村玲欧編(2012)『日本歴史災害事典』、
尾池和夫(2012)『四季の地球科学』より一部追記・改変

800年代の主な災害
(地震・津波・火山)

⻄暦 地域 マグニ
チュード

1990（平成2） 雲仙岳噴火

1993（平成5） 北海道南⻄沖地震 7.8

1995（平成7） 兵庫県南部地震
（阪神・淡路⼤震災） 7.3

2000（平成12） 有珠山噴火

2000（平成12） 三宅島噴火

2000（平成12） ⿃取県⻄部地震 7.3

2001（平成13） 芸予地震 6.7

2003（平成15） 宮城県北部地震 6.4

2003（平成15） 十勝沖地震 8.0

2004（平成16） 新潟県中越地震 6.8

2005（平成17） 福岡県⻄⽅沖地震 7.0

2007（平成19） 能登半島地震 6.9

2007（平成19） 新潟県中越沖地震 6.8

2008（平成19） 岩⼿・宮城内陸地震 7.2

2011（平成23） 霧島山（新燃岳）噴火

2011（平成23） 東北地⽅太平洋沖地震
（東日本⼤震災） 9.0

北原糸⼦・松浦律⼦・⽊村玲欧編(2012)『日本歴史災害事典』等

1990年以降の
地震・火山災害

(被害・影響が⼤きいもの)

1995阪神・淡路↑
2011東日本→
2007中越沖↓

2008岩⼿・宮城↓

1993北海道南⻄沖↑
2004中越↓

3



２１世紀前半は地震・異常気象
などの「災害時代」になる

• 自分たちに身近なこととして、自分たちに引き付
けて考えること

• ある事柄について、それが自分たちに直接関係す
ることでなくても、それが自分たちそのもののこ
とのように意識すること

• これからを⽣きる⼈々にとって、地震や異常気象
による災害は「めったに起きないもの」ではなく
「頻繁に発⽣して、その度に命を脅かすもの」と
いう認識を持つべき

わがこと意識

島根県東部の鳥取県境
近くと三瓶山付近から広
島県にかけてM5～6クラ
スの地震が発生

1872(明治5)年に発生し
た浜田地震（M7.1）では、

震源域が浜田付近の沿
岸から日本海沖合にあっ
たと推定。これは陸域の
浅い場所で発生した地震
と同タイプの地震。本震
の約１時間前に、かなり
の大きさの前震。当時の
浜田県管下震災表による
と、旧浜田県では、死者
536名や家屋全壊4,000
棟以上、旧出雲県で死者
15名や家屋全壊450棟
以上などの被害。この地
震で海岸の昇降が見られ
たほか、小津波があった。
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『日本歴史災害事典』

陸域の
想定地震
（断層）
位置図

島根県地震被害
想定調査報告書
（概要版）より
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海域の
想定地震
（断層）
位置図

島根県地震被害
想定調査報告書
（概要版）より

冬５時

島根県地震
被害想定調
査報告書
（概要版）
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冬の平日5 時頃、⼤⽥市⻄南⽅を震源とするマグニチュード7.3 規模の地震が発⽣。
⼤⽥市の一部で震度7 の揺れを観測し、⼤⽥・川本地区を中心に甚⼤な被害が発⽣する。

平日の5 時という多くの住⺠が睡眠中である時間帯に発⽣した地震のため、火災の発
⽣は少なく、⼈的被害は建物倒壊や急傾斜地崩壊によるものが主な原因となる。建物被
害は全壊約590 棟、半壊約3,400 棟、⼈的被害は死者12 ⼈、負傷者約300 ⼈にのぼる。

⼤⽥市を中心にライフラインが途絶し、避難者数が増加する。1 日後の避難者は約
4,800⼈となり、最低でも⾷料は約1.7 万⾷/日、飲料⽔約40 トン/日、毛布は寒い時
期であり約9,600 枚（1 ⼈2 枚）が必要となる。物資が不⾜する市町は、県、県内他市
町村及び応援協144定先に⽀援要請⾏うが、道路の通⾏⽌めなどにより物流が寸断され、
十分な物資がすぐには到着しない。

ライフラインの復旧に伴って自宅が使⽤可能になる者から帰宅するが、１ヶ月を経過
しても約1,300 ⼈が避難所に避難する状況である。建物の倒壊などで自宅が被災した者
に対しては、応急仮設住宅の建設や空き家等の活⽤によって住宅の供給を図る。

避難者・被災者は、地震後に非常に過酷な状況下に置かれることから、⻑期にわたる
ＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障害）へのケアが必要になる。

⼤⽥市では甚⼤な被害が発⽣し、市役所では地震発⽣当初は機能が麻痺して応急対策
活動に⽀障をきたす。一⽅、県東部の被害が小さかったことから、県庁主導による迅速
かつ的確な指⽰や応援等により応急対策活動の実施に取り組むが、道路の通⾏⽌めなど
により救援活動に⽀障を来す。

地震災害シナリオ：⼤⽥市⻄南⽅の地震（平日冬5 時）

平成24年1月25日、島根県は新潟県佐渡島
の北から秋⽥県沖にかけての想定震源域で
マグニチュード7.85の⼤地震が発⽣した
場合、隠岐諸島や島根半島の一部で10
メートル前後の津波が到達するとの予測を
公表した。
島根県は最⼤4メートルとしてきた現⾏の
県地域防災計画の⼤幅な⾒直しを迫られた。

さらに山陰沖には海域活断層が存在し、こ
れが波源断層と成る可能性も充分にある。

①隠岐島北⻄⽅の断層（114km）
②隠岐東⽅断層（58km）
③⿃取沖東部断層（51km）
④⿃取沖⻄部断層（33km）

断層⻑約13km、変位量約0.6mでMw6以
上の中地震が発⽣し、津波を発⽣させ得る
地震規模とされる。⻑さ40kmの断層が
2m変位するとMw7クラスの地震が発⽣。
よって山陰沖には津波を発⽣させうる4つ
の波源断層が存在することになる。

佐渡島北⽅沖
(M7.85)

「ファンタジー米⼦（⻄伯耆）・山陰の
古代史」HPおよび島根県HPより引⽤
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自分の地域に救援は来るのか？
•国や自治体の注目度・優先度が⾼い

•被害が⼤きい
•重要な施設がある（原発など）
•⼈口・被災者が多い

（＝声の総量が⼤きい）
•マスコミが取材しやすい

•情報が入りやすい
•交通の便がよい

→被害⼤でも交通事情が悪い・⼈口が少ない、被害
が相対的に軽い地域には「当面の救援は来ない」

→当面（１週間程度）を乗りきるための「自助努
⼒」と「共助で乗りきる仕組みづくり」が必要

まずは
基本的な対応を

身につける
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安全⾏動の１－２－３

まず低く 頭を守り 動かない！

シェイクアウト 検索

なぜ？（参加意義）のページ
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新たな防災訓練 Shake Out (シェイク・アウト)
2008年アメリカ発
・2012年にはアメリカ以外でもカナ

ダ・ニュージーランドなど約2000
万⼈が参加

・日本では2012年3月に東京都千代
⽥区が日本初シェイクアウト、こ
の年だけで全国50万⼈以上参加

なぜ⼤規模運動に発展したか
(1)統一した地震シナリオに基づき、
(2)訓練日時を指定し、
(3)Drop, Cover, Hold on という身
の安全を守るための短時間の統一
⾏動への一⻫参加を呼びかける

→地域内の官公庁、企業、学校など
の意識啓発につながる

2011年10月21日
ロサンゼルス

2012年3月9日
東京都千代田区
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接続

緊
急
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震
速
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（
気
象
庁
発
表
）

校内放送設備

学校
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ン
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・
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ウ
ン
ト
ダ
ウ
ン

緊
急
地
震
速
報
・報
知
音

自動放送

緊急地震速報受信端末

インターネット回線

高度利用者向け端末

学校に設置している緊急地震速報端末

埼⽟県熊⾕市⽴妻沼小学校

2011年2月17日
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埼⽟県熊⾕市⽴吉⾒小学校

2012年9月19日

⾏動のパッケージ化
１．普段は経験しない危機的場面について「この状

況のときにはこうする」という事前⾏動計画を
作り、訓練を通して徹底させる

２．普段は経験しない場面においては「認知→判断
→⾏動」に時間がかかるために、認知から⾏動
に至るまでの過程をパッケージ化する

⾏動

迅速な 適切な 正確な

判断認知 ⾏動の
パッケージ化
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中学校の訓練風景

中学校の訓練風景
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自助によって
助かる・助けられる

体制をとる

自助によって助かる・助けられる体制

自分が「傷病者」になってしまう可能性

１．スリッパ（できれば靴）

２．懐中電灯

３．笛

４．眼鏡

まくらもとには、

を！
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激震魚沼 越南タイムズ 2005

2007年3月25日能登半島地震 （3月26日 林能成撮影）
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2007年3月25日能登半島地震 （3月26日 林能成撮影）

2007年3月25日能登半島地震 （3月26日 林能成撮影）
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内部被害によるけがの原因

日本建築学会「阪神・淡路大震災 住宅内部の被害調査報告」

自助によって助かる・助けられる体制

自分が「傷病者」になってしまう可能性

１．スリッパ（できれば靴）

２．懐中電灯

３．笛

４．眼鏡

まくらもとには、

を！
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自助によって助かる・助けられる体制

自分が「傷病者」になってしまう可能性

１．スリッパ（できれば靴）

２．懐中電灯

３．笛

４．眼鏡

まくらもとには、

を！

兵庫区上沢通・下沢通（湊川公園西側 ）（1995.1.21）

20



21



自助によって助かる・助けられる体制

自分が「傷病者」になってしまう可能性

１．スリッパ（できれば靴）

２．懐中電灯

３．笛

４．眼鏡

まくらもとには、

を！

眼鏡の所有本数

１本

38.3%

２本

32.5%

３本

19.0%

４本
5.6%

５本

2.6%

６本以上

2.0%

１８歳以上の男女１０００人（眼鏡フレームメーカーのシャルマンが実施）

日経ＭＪ 2005年5月18日

平均２．１本

それが無くなることによって、日常生活が困難になるもの

：眼鏡、補聴器、入歯、杖、常備薬・・・
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共助によって
助かる・助けられる

体制をとる

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0

その他

救助隊に助けられた

通行人に救助してもらった

友人・隣人に救助してもらった

家族に助けられた

自力で脱出した

生き埋め・閉じ込められた際の救助

％

34.9

31.9

28.1

2.6

1.7

0.9
N=235

阪神・淡路大震災の火災地域を対象に調査

日本火災学会（1996）

自助

共助

公助
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弁慶のおたすけまん（救護・救出マニュアル） 東京消防庁監修
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2月11日以降の救助件数はない

７４．１％

２６．５％

１９．８％

６．３％
最後の生存者（１名）

消防庁（1996）阪神・淡路大震災の記録２

阪神・淡路大震災における救助活動

Golden 72 Hours Rule

死亡

生存

グラフの数値は生存者数
グラフの％は生存率
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カーラーの救命曲線

①心臓停止後、３分で５０％死亡

②呼吸停止後、１０分で５０％死亡

③大量出血後、３０分で５０％死亡

M. Cara, 1977

誰が誰を助けるのか
1. ⼤災害時では「地域内で自己完結」でき

ることが目標
2. 昼間などは「⾼齢者が⾼齢者を助ける」

必要がある
3. 地域内の事業所・中学校・⾼等学校との

連携を探る
4. 事前計画・実態把握・協定づくりが肝要
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自助

共助 公助

防災の担い手は誰か？

地域

自分・家族

行政

公共機関

公益事業体

毎日新聞 1995年3月12日 朝刊 26
面
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マニュアルは
使うためにある

マニュアルは、
作るためにあるのではなく、
使うためにある！

• 紙１枚のマニュアルでもよいので、あるテーマについて、組織・体制、指
揮・調整、具体的な活動、活動に関する資源・情報のやりとり、協⼒およ
び連携などについて、マニュアルにする。

• マニュアルにした後は、そのマニュアルを訓練で実際に使ってみて、良
かった点、改善すべき点などを明らかにした上でマニュアルを改訂する。
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訓練は「定⾷メニュー」でよいのか
1. 緊急地震速報に対応する訓練
2. 地震動を感知し「身の安全を守る」訓練
3. 地震動収束後、より安全な場所に移動する訓練

• 敷地内への移動訓練
• 避難所への移動訓練

4. 安否確認・被害確認
5. 救護・救出・搬送訓練
6. 避難経路確認訓練
7. 応急復旧・⼆次災害防⽌訓練
8. 帰宅等に関する訓練
9. 津波に対する避難訓練
10. 火災に対する避難訓練（煙体験訓練）
11. 不審者に対する避難訓練
12. 備蓄品・装備品の使⽤訓練
13. 避難所運営協⼒に関する訓練
14. 地域災害対応協⼒に関する訓練 ･･････

訓練には「継続性」と「発展性」が重要
継続性によって「わがこと意識」を維持する

・年間計画の中に「防災訓練をする日」を位置づける
例：国や自治体の「防災訓練の日」と連動させる（9月1日防災の日

、11月5日津波防災の日、1月17日防災とボランティアの日）
・様々な地域・組織の⾏事に「防災訓練の要素」を組み込む

例：祭りや運動会に防災⾏動につながる要素を入れる
防災運動会、祭りを利⽤した設営・炊き出し訓練、防災まつり

発展性によって「わがこと意識」を向上させる
・前年度とは「違う内容」に焦点をあて、その内容をテーマとしたマニ

ュアルの整備・訓練を通した点検を⾏う
例：初期対応、安否確認、消火、救助救出、要援護者、情報伝達･･･

・他の地域・組織の⾏事の「真似できそうな実践」を組み込む
例：講演会・ホームページなどでアンテナを張って情報収集する
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「安全・安心は自分たちで作るもの！」

災害・犯罪という非日常をいかに乗り越えるか

→「その場しのぎ」では対応できない

→これまでの知恵・教訓を学び、自分たち
（自分の学校・地域・家など）の弱いと
ころ、学校・地域・家で起こりうる問題
を知ることで、対応⼒・応⽤⼒を上げて
いく

「あわてない」

「普段やっていることさえ、なかなかうまくできない。ましてや、普段やって
いない・考えていないことなど、できるわけがない」

貞観地震から東日本⼤震災まで。
100⼈の執筆者と３年にわたる編
纂・執筆作業を終え、発刊しまし
た。単なる事典ではなく、歴史災
害の読み物として、教科書・副読
本・教材としても利⽤できます。

最後に宣伝 2012年6月『日本歴史災害事典』,
北原糸⼦・松浦律⼦・⽊村玲欧(編), 
吉川弘文館, 896p., 15,000円+税2014年7月『戦争に隠された「震度７」

－1944東南海・1945三河地震』
⽊村玲欧, 吉川弘文館, 202p., 2,000円+税

太平洋戦争末期、東海地⽅
を襲った⼆つの巨⼤地震。軍
事機密の漏洩や戦意喪失防⽌
のため、被害状況に関する報
道が厳しく制限されるなか、
被災地の有⼒紙＝中部日本新
聞は何をどう伝えたのか。全
国紙と比較し、地元新聞社の
果たした役割を考察しました。

本の中盤以降は、被災者の
体験談を挿絵ととともに紹介
しながら、災害情報・防災情
報の必要性と現代社会への課
題を記しました。また最終章
では、防災教育の促進と「わ
がこと意識」の醸成にも触れ
ています。興味がありました
ら、ご覧ください。
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